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平成２５年度
障害福祉サービス事業等
集団指導

川崎市健康福祉局総務部監査指導担当
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障害福祉サービス事業等の
指導監査について
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１ 指導監査について

（１） 社会福祉法に基づく指導監査

ア 対象 ① 社会福祉法人

② 社会福祉施設

イ 内容 ① 法人；運営、経理

② 施設；支援、運営、経理

（２） 障害者総合支援法に基づく指導監査

ア 対象 ① 障害者支援施設

② 障害福祉サービス事業

イ 内容 ① 人員や設備に関する事項

② 管理運営に関する事項

③ サービス報酬
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２ 指導監査の実施形態

指導監査は、その目的に応じて、「一般指導監査」と
「特別指導監査」の２つの実施形態があります。

（１） 一般指導監査

ア 実地指導監査

イ 集団指導

（２） 特別指導監査
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３ 実施指導監査

• 年間指導監査実施計画に基づき、原則年１回実施しま
す。ただし、前年度の指導監査結果等から特に問題が
ないと認められる場合、２年に１回行います。

• 施設運営状況やサービスの内容、介護給付費等の請
求を確認するとともに、必要な助言、指導を実地指導し
ます。改善報告が必要な事項については、文書指示事
項とし、改善報告書の提出を求めます。

• 社会福祉法人が運営する施設については、社会福祉
法人監査を行う年度に同時実施します。

・ 指導監査資料は市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ右下「組織から探す」
健康福祉局 総務部 指導監査に掲載しています。

http://www.city.kawasaki.jp/jigyou/category/76-8-3-0-0-0-0-0-0-
0.html
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４ 集団指導

• 原則として、年１回、過去の指導事例、留意点から施設
における、よりよい運営及び支援について、集団形式で
行います。

• 原則として、その年度に実地指導監査を行わない施設
等に行います。
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法人 障害 法人 障害
ともかわさき わたりだ

かざぐるま
むぎの穂
どりーむ
つくし
たちばな
第１やまぶき
第２やまぶき
すえなが
なしの実
あかね
ちとせ
みずき

長尾福祉会 長尾けやきの里
ファームランドながお

川崎市社会福祉事業団 川崎市柿生学園 しらはた
川崎市くさぶえの家 セルプきたかせ
川崎市ふじみ園 パセオやがみ
ＫＦＪ多摩はなもも あおぞら共生会 ぞうさん
ＫＦＪ多摩はなみずき はぐるまの会 はぐるまの共同作業所
川崎市れいんぼう川崎 アピエ 宮前ハンズ
百合丘日中活動センター ろぽおるの樹 ２にん３きゃく
川崎市南部身体障害者福祉会館 メイクフレンズ多摩・麻生
多摩川の里身体障害者福祉会館 ｋｏｋｏｎａｒａ
かじがや障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
くりの丘

（財）川崎市身体障害者協会 市中部身体障害者福祉会館
（特非）アシスト アシスト・ワーク神木
同愛会 川崎市中央療育センター

いろは
（特非）よりずえ商会 まんまる社
（特非）療育ネットワーク川崎 サポートセンターロンド
（株）Ｍｅｌｋ Ｍｅｌｋ　川崎ｏｆｆｉｃｅ
（株）ソーシャルスパイスカンパニービーズラボ多摩

Ａ

施設のみ

Ａ
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法　人 施　設
セイワ しんゆり

川崎授産学園つばき寮 法　人 施　設
川崎授産学園つつじ工房 川崎市 川崎市わーくす日進町
みやうち 川崎市わーくす大島

育桜福祉会 白楊園 川崎市わーくす中原
わかたけ作業所 めいぼう（通所事業）
しらかし園 （福）三篠会 障がい者支援施設みずさわ
ゆずりは園 ソレイユ川崎福祉医療ｾﾝﾀｰ
こぶし園 電機神奈川福祉センター 川崎市わーくす大師
あかしあ園 （株）ソーシャルスパイスカンパニー ビーズラボ
川崎市北部身体障害者福祉会館 （福）県央福祉会 御幸日中活動センター
いぬくら ダンウェイ（株） ダンウェイ株式会社
川崎市わーくす高津 (福）なごみ福祉会 多摩川あゆ工房
桜の風（入所事業） 夢花工房ぽぱい

みのり会 せるぷ宮前こばと （特非）たまあさお精神保健福祉をすすめる会 はっぴーわーく
しいの実会 おかし工房しいの実 ハーブカフェららら
くさぶえ福祉会 水星社 （株）Ｍｅｌｋ Melk　川崎砂子Ｏｆｆｉｃｅ
川崎ふれあいの会 軽食喫茶ショップ・ふれあい （株）マーベリック さくらネット
川崎聖風福祉会 聖風苑いけがみ （株）ペスカ ジョブサポートペスカ

川崎市社会復帰訓練所 （特非）レジネス横浜 レジネス
桜の風（通所事業） （特非）ﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ推進会議 マイウェイ

弥生会 エンジョイ 合同会社　縁 合同会社　縁
（一般社団）働くしあわせプロジェクト 働くしあわせ
（特非）生活工房 わーくはうす・ひこばえ

Ｂ Ｂ

施設のみ
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５ 特別指導監査

通報・苦情・相談等に
基づく情報

一般指導監査を拒否

重大な問題がある。
実地指導監査の是正指摘
の改善が認められない

10

利用者の生命又は身体
の安全に危害を及ぼした

指定基準の
重大な違反

サービスの内容に
不正又は著しい不

当

介護給付費等の
請求に不正又は
著しい不当

報告又は帳簿書類の
提出もしくは提示を命
ぜられてこれに従わず、
又は虚偽の報告をした。
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平成２５年度指導監査重点事項
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１ 利用者の人権擁護

○ 虐待の把握が行われているか。

・虐待の判断を行っているか。

・相談援助等対応経過について適切な記録が行われ
ているか。

・適切な虐待防止策が取られているか。

○ 身体拘束廃止への取組みを行っているか。

・緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様
及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを
得なかった理由について十分に記録されているか。

○ 苦情解決の仕組みが整備され、利用者への周知等
情報提供にとりくんでいるか。

・苦情があった場合は、適切に対応し、対応経過を記
録しているか。
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２ 安全対策の徹底

・ 防火設備の配備、避難訓練等の防災対策が適切に採
られているか。

○避難訓練の記録は適切に記録されているか。

○訓練の事前・事後共に消防署へ報告済みか。

○各階に避難経路図が掲示されているか。

・ 感染症等に対する予防対策が徹底されているか。
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３ 適切な利用者支援

ア 個別支援計画は適切に策定されているか。

① サービス管理責任者が、個別支援計画の作成に関
する業務を担当しているか。

② サービス管理責任者が、個別支援計画の策定に係
わる会議を開催しているか。

③ サービス管理責任者が、利用者又は家族への説明
を行い、文書により利用者の同意を得ているか。

④ サービス管理責任者が、個別支援計画を利用者に
交付しているか。
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イ 安全・衛生管理及び栄養管理において、適切な食事
提供がなされているか。

・ 検食が利用者へ食事提供前に行われていることが、
検食簿に適切に記録されているか。

・ 冷凍保存食が２週間（３３６時間）保存されているか。

ウ 事故発生時の対応

・ 事故が発生した場合には、利用者・家族、関係する
地方公共団体等に連絡を行ない措置を講じているか。

・ 事故の状況及び事故に際して採った処置について、
適切に記録がなされているか。
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４ 会計処理の適正化

ア 経理処理は、経理規程等に基づいて適正かつ明瞭な
処理を行っているか。

イ 会計帳簿は、経理規程に基づき整備されているか。

ウ 不正経理防止のため、内部牽制体制が確立されてい
るか。

エ 利用者の預り金の管理体制については、規程等が整
備され、透明性、内部牽制体制が確立されているか。

オ 寄附申込書、寄附金品台帳、領収書（控）が適切に整
備されているか。
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実地指導監査における
指摘事項

18

平成２４年度指導監査結果

実地指導監査 ３１施設に実施

○指摘事項の多い事項

・個別支援計画の作成及び交付の不備

・加算の算定上の不備

・内容及び手続きの説明及び同意の不備

・掲示物の不足、不備

・工賃の支払いの不備

・非常災害対策の不備

・人員基準の不備

・会計、経理関係
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掲示, 23

工賃の支払,
18

受給資格, 5

経理関係, 8

運営規程等, 9

内容及び手
続, 36

加算の算定,
42

計画の作成
及び交付, 67

その他, 4

非常災害対策,
14

人員基準, 9

変更届, 4

事故報告, 3
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指摘事項

【平成２３年度指摘事項であるが特に重要なため再掲載】

＊ 支援員が利用者を平手で叩いた行為は、暴力行為と
判断され、利用者の意思及び人格を尊重し、障害者の
ための忠実な職務の遂行に違反する。再発防止の観
点から、次のとおり改善を図ること

１ 他に暴力行為と判断される事例がないか確認すること

２ １の結果に基づき、利用者の人権の擁護、虐待の防止
等のため、必要とされる体制の整備を行うとともに、職員
に対し研修を実施する等の措置を講ずること

１ 虐待の防止
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「川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及
び運営の基準等に関する基準（以下「市指定基準条
例」という。）」 （抜粋）

第3条
３ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権の擁
護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な
体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を
実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。

22

＜虐待にあたる行為＞

身体的虐待

性的虐待

ネグレスト

心理的虐待

経済的虐待
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＜利用者虐待の未然防止＞

・運営規程に虐待のための措置に関する事項を定める。

・虐待防止実施要綱等に具体的対策を定める。

・研修等の実施による職員の人権意識、知識・技術の向上

・苦情解決制度、成年後見人制度の利用

・サービス評価などの活用

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に
関する法律
（平成２３年６月２４日法律第７９号）

24

＊ 医師の配置が確認できなかった。利用者の健康管理、
療養上の指導に必要な医師を配置すること。

＊ 嘱託医師の勤務状況が明確になるよう、医師による健
康管理の記録や出勤簿等の書類を整備すること。

＊ 看護職員の配置が確認できなかった。看護職員の適
正な配置をすること。

＊ 他施設との兼務看護職員のため、当該施設での看護
職員として行った健康管理の記録や出勤簿等の書類を
整備すること。

指摘事項

２ 人員基準
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（１） 生活介護における「医師」

市指定基準条例第８０条第１項

利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の
指導を行うために必要な数

26

（２）生活介護における「看護職員」

市指定基準条例第８０条第１項第２号イ

指定生活介護の単位ごとに、１以上とする。
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事業ごとの職種

生活介護 【 市指定基準条例 第８０条 】

医師、看護職員、理学療法士又は作業療法士、

生活支援員、サービス管理責任者

自立訓練（生活訓練） 【市指定基準条例 第１５３条】

生活支援員、地域移行支援員、サービス管理責任者

就労移行支援 【市指定基準条例 第１６３条】

職業指導員、生活支援員、就労支援員、

サービス管理責任者

就労継続支援A型 【市指定基準条例 第１７３条】

就労継続支援B型 【市指定基準条例 第１８６条】

職業指導員、生活支援員、サービス管理責任者

28

【人員基準における「常勤」とは】

事業所における勤務時間が、当該事業所において
定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（1
週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32
時間を基本とする）に達していることをいいます。

【人員基準における「常勤換算」とは】

従業者のそれぞれの勤務時間数の総数を、当該事

業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除
することにより、常勤の従業者の員数に換算することで
す。

勤務時間は休憩時間を除いた実労働時間です。

看護職員、生活支援員、理学療法士又は作業療法士
の総数は常勤換算方法で・・・・
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＊ 契約書、重要事項説明書において、利用者又は事業
者の署名、押印が漏れている。

＊ 重要事項説明書に利用者に説明した従業者の署名、
押印、説明日が漏れている。

＊ 重要事項説明書、契約書の日付が利用開始後に
なっている。

＊ 重要事項説明書と運営規程等との間で、内容（営業
時間、従業者の勤務体制、個別支援計画の見直し時
期等）が相違している。

指摘事項

３ 運営 （１）内容及び手続の説明及び同意

30

市指定基準条例第１０条

指定生活介護事業者は、支給決定障害者等が指定生
活介護の利用の申込みを行ったときは、当該利用申込
者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当
該利用申込者に対し、第３２条に規定する運営規程の
概要、従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサー
ビスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書
を交付して説明を行い、当該指定生活介護の提供の開
始について当該利用申込者の同意を得なければならな
い。
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重要事項説明書は、利用申込者が施設を選択するう
えで必要不可欠なものです。常に最新の情報を記載す
るようにしてください。

運営規程、重要事項説明書に記載する職員数は実態
と合っているか確認し、最新の員数を記載してください。
大幅に変更がある場合や、変更がなくても年に１回程度
は見直してください。

32

＊ 個別支援計画の策定にあたり、サービス管理責任者が面接を行
い利用者から、支援についての要望等を把握していない。

＊ サービス管理責任者が、個別支援計画の原案を作成していない。

＊ サービス管理責任者、支援関係職員による会議で、個別支援計
画の原案について検討していない。

＊ サービス管理責任者が、個別支援計画の原案の内容について、
利用者又はその家族に対して説明してしない。

＊ 個別支援計画の内容について、文書により利用者の同意を得て
いない。

＊ モニタリングを行い、少なくとも6カ月に１回（自立訓練、就労移行
支援は３カ月に１回）個別支援計画の見直しの検討をしていない。

＊ 見直しの検討にあたって、作成時と同様の手順を追っていない。

指摘事項

（２）個別支援計画の作成
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市指定基準条例第６０条

指定療養介護事業所の管理者は、サービス管理責任者に指定療養介護
に係る個別支援計画の作成に関する業務を担当させるものとする。

２ サービス管理責任者は、療養介護計画の作成に当たっては、適切な方
法により、利用者について、その有する能力、その置かれている環境及び日
常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や課題等の把
握（以下「アセスメント」という。）を行い、利用者が自立した日常生活を営む
ことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければなら
ない。

３ アセスメントに当たっては、利用者に面接して行わなければならない。この

場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨を利用者に対して十分
に説明し、理解を得なければならない。

４ サービス管理責任者は、アセスメント及び支援内容の検討結果に基づき、
利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全
般の質を向上させるための課題、指定療養介護の目標及びその達成時期、
指定療養介護を提供する上での留意事項等を記載した療養介護計画の原
案を作成しなければならない。この場合において、当該指定療養介護事業
所が提供する指定療養介護以外の保健医療サービス又はその他の福祉
サービス等との連携も含めて療養介護計画の原案に位置付けるよう努めな
ければならない。
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５ サービス管理責任者は、療養介護計画の作成に係る会議（利用
者に対する指定療養介護の提供に当たる担当者等を招集して行う
会議をいう。）を開催し、前項に規定する療養介護計画の原案の内
容について意見を求めるものとする。

６ サービス管理責任者は、第４項に規定する療養介護計画の原案
の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により
利用者の同意を得なければならない。

７ サービス管理責任者は、療養介護計画を作成した際には、当該
療養介護計画を利用者に交付しなければならない。

８ サービス管理責任者は、療養介護計画の作成後、療養介護計画
の実施状況の把握（以下「モニタリング」という。）を行うとともに、少
なくとも６月に１回以上、療養介護計画の見直しを行い、必要に応
じて療養介護計画の変更を行うものとする。

９ サービス管理責任者は、モニタリングに当たっては、利用者及び
その家族等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のない限
り、次に定めるところにより行わなければならない。

一 定期的に利用者に面接すること。

二 定期的にモニタリングの結果を記録すること。

１０ 第２項から第７項までの規定は、第８項に規定する療養介護計
画の変更について準用する。
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【個別支援計画作成のポイント】

① サービス管理責任者は、計画作成に先立ち、必ず利
用者及び家族に面接し、利用者が支援する上で解決
すべき課題を把握します。（アセスメント）

② サービス管理責任者は、アセスメント結果に基づき、
利用者の希望を勘案した上で、利用者の意向、総合的
な援助の方針、解決すべき課題、目標及び各種サービ
ス内容を記載した個別支援計画を作成します。

36

③サービス管理責任者は、関係職員による会議を開催し
個別支援計画の原案について意見を求めます。

④サービス管理責任者は、個別支援計画を利用者又は

家族に説明し、同意を得て、文書により交付します。

⑤サービス管理責任者は、利用者又は家族に対して面接
を行い、個別支援計画の実施状況を把握（モニタリン
グ）し、目標の達成度や利用者の要望を得て、計画の
見直しを行い、必要に応じて計画の変更を行います。
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個別支援計画の作成に関わる業務は、

「サービス管理責任者」の担当となります。

利用者及び家族との面談内容、関係職員による会議
での検討結果については、必ず記録してください。

38

【個別支援計画の説明、同意及び交付】

個別支援計画の原案の内容について、利用者又はその家族に
対して説明し、文書により利用者の同意を得なければなりません。

また、個別支援計画は、すべての利用者に遅滞なく交付しなけ
ればなりません。希望した利用者のみ交付、ということのないように
してください。

個別支援計画には、利用者等への説明、同意、交付が確認でき
るよう、次のような文書を記載することをお勧めします 。

個別支援計画

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

上記計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。

○年○月○日 利用者氏名 ○○ ○○ 印

説明者 ○○ ○○ 印
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＊ 工賃支払規程が無い、又はその内容が不十分で個々の利用者
の工賃を積算する際の基準が明確になっていない。

＊ 工賃の支出に関する回議書等が確認できない。今後は、回議書
等を作成し、文書による適正な意思決定等の手続を行なうこと

＊ 就労継続支援Ｂ型において、利用者に前年度に支払った工賃の
平均額と、今年度の工賃の目標額を利用者に通知していない。

指摘事項

（３） 工賃の支払

40

市指定基準条例第８６条

指定生活介護事業者は、生産活動に従
事している者に、生産活動に係る事業の
収入から生産活動に係る事業に必要な
経費を控除した額に相当する金額を工
賃として支払わなければならない。

生活介護
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市指定基準条例第１８８条

指定就労継続支援Ｂ型の事業を行う者（以下「指定就労継続支援
Ｂ型事業者」という。）は、利用者に、生産活動に係る事業の収入か
ら生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額
を工賃として支払わなければならない。

２ 前項の規定により利用者それぞれに対し支払われる一月当たりの
工賃の平均額（第四項において「工賃の平均額」という。）は、三千
円を下回ってはならない。

３ 指定就労継続支援Ｂ型事業者は、利用者が自立した日常生活又
は社会生活を営むことを支援するため、工賃の水準を高めるよう努
めなければならない。

４ 指定就労継続支援Ｂ型事業者は、年度ごとに、工賃の目標水準を

設定し、当該工賃の目標水準及び前年度に利用者に対し支払われ
た工賃の平均額を利用者に通知するとともに、市長及び神奈川県知
事に報告しなければならない。

就労継続支援B型
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＊避難訓練等は年２回実施すること。

施設入所支援事業では、そのうち１回は夜間訓練又は
夜間を想定した訓練の実施をすること。

＊ 消防設備については、消防庁告示２号において６ヶ月
ごとに機器点検すると定められていることから、６ヶ月ご
との点検を行うこと。

＊ 防災関係について見たところ、消防計画が作成されて
いなかった。非常災害に関する具体的計画として、消
防計画等を作成し、計画に基づいて防災訓練等を実施
すること。

指摘事項

（４） 非常災害対策
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市指定基準条例第７２条

指定療養介護事業者は、消火設備その他の非常災
害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関
する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への
通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者
に周知しなければならない。

２ 指定療養介護事業者は、非常災害に備えるため、定
期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければな
らない。
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＊ やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及
び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急や
むを得ない理由その他必要な事項を記録すること。

＊ ミトンを使用している事例を確認したが、施設としてミト
ンの使用により身体拘束を行っている認識が無く、記録
も無かった。施設として再度、身体拘束の基準を検討す
ること。また、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、
その態様、時間、その際の心身の状況並びに緊急やむ
得ない理由等の事項を記録すること。

指摘事項

（５） 身体拘束等の禁止
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市指定基準条例第７５条

指定療養介護事業者は、指定療養介護の提供に当
たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保
護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束
その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束
等」という。）を行ってはならない。

２ 指定療養介護事業者は、やむを得ず身体拘束等を
行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の
心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要
な事項を記録しなければならない。

46

【やむを得ず身体拘束を行う場合とは】

利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらさ
れる可能性が著しく高い。

身体拘束その他の行動制限を行う以外に介護方法がない。

身体拘束その他の行動制限が一時的なものである。

利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむ
を得ない場合を除き、身体的拘束その他の利用者
の行動を制限する行為を行ってはいけません。
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【身体拘束を行う場合の注意】

・ 職員の個人的判断ではなく、事前に組織として判断し、
個別支援計画に記載してください。

・ 利用者や家族に対し、身体拘束の内容、目的、理由、
拘束時間・期間等を詳細に十分に説明し、同意を得て
ください。

・ 緊急やむを得ない場合に該当するかどうかを常に観察、
再検討し、要件に該当しなくなった場合にはすみやか
に解除してください。

・ 身体拘束を行う場合、その態様、時間、その際の利用
者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録
してください。

48

（６） 記録の整備

市指定基準条例第７７条

指定療養介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関
する諸記録を整備しておかなければならない。

２ 指定療養介護事業者は、利用者に対する指定療養介護の提
供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該指定療養介
護を提供した日から５年間保存しなければならない。

一 第５５条第１項に規定するサービスの提供の記録

二 療養介護計画
三 第６７条に規定する市町村への通知に係る記録

四 第７５条第２項に規定する身体拘束等の記録

五 次条において準用する第４０条第２項に規定による苦情の内容
等の記録

六 次条において準用する第４１条第２項に規定による事故の状況
及び事故に際して採った処置についての記録
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（７） 労務関係／重要事項掲示／請求事務

＊ 職員に支払われる賃金に関し、法令に定めのない福利厚生費用

等が控除されていることから、労働基準法に基づく労使協定（２４協
定）を締結すること。

＊ 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の
体制、協力医療機関その他の利用申込者のサービスの選択に資
すると認められる重要事項を掲示してください。

＊ 欠席時対応加算を行う場合に、従業者が利用者又はその家族等
との連絡調整した内容の記録が不十分なので、利用者の状況、相
談援助の内容を適切に記録に残すこと 。

指摘事項

50

評価する取組み

＊施設において整備・保管すべき利用者処遇関係、経理
関係、防災関係等の帳簿類が、大変見やすく整理され
保管されていること

＊利用者の障害に合わせた多様な支援プログラムを提供
していること

＊法人施設と連携し、高齢化した障害者の特別養護施設
への移行やケアホーム活用を促進していること



請求事務
主な注意点について
（通所・施設系サービス）

平成25年１1月1３日 集団指導

川崎市健康福祉局

障害保健福祉部障害計画課

報酬の基準
国本体報酬及び加算の基準：

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（平成１８年９月２９日厚生労働省告示第５２３号）

市加算の基準：川崎市給付費等及び施設経営調整加算
支弁基準

国基本報酬

国加算

市加算

報酬の考え方



誤りの多い加算等について

欠席時対応加算について

初期加算について

入院・外泊時加算について

移行準備支援体制加算について

施設外支援・施設外就労について

看護職員配置加算及び市単の健康管理加算について

送迎加算について

請求回数の誤りについて

実績記録票について

欠席時対応加算について ① 該当サービス

生介 自訓 就移 就継

要件

・ ２営業日前から当日にかけて、急病等により利用中止の連絡調整等を
行った場合に算定可能 （≒ 連絡のあった日を含めて３日目まで算定
可能）

例１．

金 土 日 月 火 水 木 金

出
席（月曜朝 ℡あり）

インフルエンザのため、
１週間お休みします。

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（非
該
当
）

例2．

金 土 日 月 火 水 木 金

出
席

（金曜夕方 ℡あり）

受診の結果、インフル
エンザのため、来週１
週間お休みします。

当日 2日目 3日目

当日 2日目 3日目

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（非
該
当
）

欠
席

（
非
該
当
）

欠
席

（
非
該
当
）

欠
席

（
非
該
当
）



欠席時対応加算について②

その他注意点
・ 連絡調整内容を記録に残すこと。
※ 様式は問わない（例：ケース記録、業務日誌、欠席時対応連絡票、等）

・ サービス提供報告書に利用者から確認印を受けること。
・ 月４回まで算定可能。
・ 事業所自体が休みの場合は算定不可。
・ 例月の通院等で３日以上前から予定された休みは算定不可。

例．

金 土 日 月 火 水 木 金

出
席

（金曜℡あり）
出かけることに
なったので、来週
水曜日お休みし

ます。

当日 2日目 3日目

欠
席

（非
該
当
）

出
席

出
席

（水曜℡あり）
明日、明後日も引
き続き～によりお
休みします。

欠
席

（加
算
該
当
）

欠
席

（加
算
該
当
）

当日 2日目 3日目

予定された休み 急な休み

初期加算について
該当サービス 生介・自訓・就移・就継

（要件）

・ サービス開始日から暦日で３０日以内の利用日について、所定単位数を算定

・ 利用者が過去３月間利用がなかった場合に算定可

・ ３０日を超える入院後は、再度算定可（併設病院に入院した場合を除く）

・ 実績記録票にて算定日数を管理すること

（下記及び別紙実績記録票参照）

日 月 火 水 木 金 土

１ ２ ３ ４ ５

６ ７ ８ ９ 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31

1月
日 月 火 水 木 金 土

１ ２

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28

２月利用開始日

利用開始日から
30日目

初期加算 利用開始日 平成25年1月4日 ３０日目 平成25年2月2日 当月算定日数 １８日

例.

1月の実績記録票（下段）

初期加算 利用開始日 平成25年1月4日 ３０日目 平成25年2月2日 当月算定日数 １日

２月の実績記録票（下段）

1月16日欠席



入院・外泊時加算（Ⅰ）（Ⅱ）

・ 入院・外泊の翌日から起算して８日を限度に(Ⅰ)を算定。
・ 原則週１回以上、入院先の訪問支援、外泊先家族との連
絡調整を実施すること。

・ ケアホーム等の体験利用時も算定できる。

・ 入院等開始翌日の９日目～９０日目までは（Ⅱ）を算定。

・ 算定期間中は補足給付が算定できる。

注意点

該当サービス 施設入所

移行準備支援体制加算（Ⅰ）（Ⅱ） その①

前年度利用定員の５０％以上、施設外支援を実施していること。

原則、施設外支援期間中に、職場実習、求職活動等の支援を実施した
場合に算定可能であること。

1週間ごとに個別支援計画を見直すこと。
年度途中から算定はできない。

該当サービス 就労移行

（Ⅰ）について

（Ⅱ）について

平成23年度以前の施設外就労加算とほぼ同様の内容。
１ユニットに同行する職員の数は、常勤換算で６で除して得た数以上とすること。



移行準備支援体制加算（Ⅰ）（Ⅱ） その②

該当サービス 就労移行

基本報酬部分

移行準備支援体制加算Ⅰ

通常の施設外支援
・ 運営規定内の記載
・ 個別支援計画内の記載
・ 日報作成
・ 緊急時の対応

等

施設外支援中の付加支援
・ 実習同行
・ 求職活動同行
・ 実習先の新規開拓

等

就労サービス事業所

施設外就労

施設外支援

就労サービス事業所

施設外支援・施設外就労について（概要）①

業務委託契約

企業Ａ

※ユニット

企業Ｂ業務委託契約
ユニット

企業
（実習など）

利用者のみ

市役所

実績報告

※ ユニットは利用者３名以上、職員は指定基準上の必要な職員を各ユニットに配置。

※ 事業所の責任において、利用者の指導をおこなう。

利用者、企業に聞き

取りの上、日報を作成
実績報告

市役所

※ 年間１８０日まで算定可能 （日数は実績記録票で管理すること）

※ 午後のみ実習、といった場合も施設外支援として算定する。

該当サービス 就労移行・就労継続Ａ、Ｂ



施設外支援・施設外就労について（概要）②

企業など

例…利用者１人
に職員が同行

施設外支援でも施設外就労でもない。
通常のサービス提供として算定する。

就労サービス事業所

その他注意事項
・ 施設外支援、施設外就労ともに、緊急時の対応がとれるようにすること。
・ 施設外支援、施設外就労ともに、運営規程、個別支援計画に定めること。
（施設外就労について）
・ 施設外就労の場合、加算が算定可能（１００単位）
・ 施設外就労者は利用定員の７０%以下とすること
・ 月２日は事業所内で作業の評価等をおこなう日とすること
※ 上記取扱いは、平成２４年度以降の就労移行支援に関しても変更はない。
新たに創設された、移行準備支援体制加算については後述。

看護職員配置加算及び市単の健康管理加算

生活訓練、宿泊型自立訓練において、看護職員を常勤換算
で1人以上配置した場合に算定可。

該当サービス 生訓 宿泊型自立訓練看護職員配置加算（法定給付）

該当サービス 生介 就継 就移 自訓 施入健康管理加算（市単）

看護職員を常勤換算で1人以上配置した場合に算定可。
上記の看護職員配置加算を算定している場合には、健康管
理加算を合算する。

平成24年度より、看護職員の配置体制が取れていれば、看
護師が欠席の日であっても算定可としている。

常勤的非常勤（１日６時間以上かつ２０日以上勤務）要件に
該当する場合にも、健康管理加算Ⅰの単価の７割分を算定
してよい。



送迎加算について（法定給付）

1回（片道）の送迎で平均１０人以上かつ週３回以上、送迎を
実施している場合であること。

居宅や入所施設、グループホームから、通所施設までの送
迎を実施した場合であること。

生活介護で、送迎利用者のうち重度者が６０%以上の場合
には、２７単位に＋１４単位を追加した単価を算定可能。

注意点

送迎の回数、送迎対象者の状態、送迎方法により、

送迎加算の請求パターンは４パターンとなっている。

送迎加算 法定給付と市単との関係

送迎方法
関係なく
一律に

５４０円
（片道）

ドアツードア
方式

バスポイント
方式

上記を算定できない

上記を算定できない場合

Ｈ24.3まで Ｈ24.4

27単位

41単位
送迎加算Ⅰ
２００円

送迎加算Ⅱ
２７０円

送迎加算Ⅳ
（拠点方式）
４００円

送迎加算Ⅲ
５４０円

市単

送迎加算Ⅳ
（拠点方式）
４００円

送迎加算Ⅲ
５４０円

送迎方法

（法定給付
と合算）

（市単のみ）

（法定給付
と合算）

（市単のみ）

法定給付 算定方法

※生活介護の一部事業所のみ



加算の内容に変更が生じた場合（国）

加算の要件に該当しなくなった場合
※ 留意事項通知より
加算等が算定されなくなる場合、速やかに体制届出の提出が必要。
また、その事由の発生した日から加算は算定できなくなる

⇒介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を速やかに障害計画課
へ提出

事例

１．介護福祉士の有資格者が退職し、福祉専門職員配置等加算の要件を満たさなくなったが、届出をおこなっ

ていなかった

２．生活支援員の退職により、人員配置体制加算の要件を満たさなくなったが、届出をおこなっていなかった

新たに加算の算定要件が発生する場合

毎月１５日までに障害計画課宛に届け出たものは翌月１日から、１６日以降に提出さ

れたものは翌々月１日から、算定可

加算の内容に変更が生じた場合（市）

新たに加算の算定要件が発生する場合

加算によって届出の要否が異なる。

医療支援加算：「平成○年度 実績加算該当者申請書」

健康管理加算
栄養管理加算 「平成○年度 支援体制加算該当施設申請書」
食事指導加算

※ 毎月１５日までに障害計画課宛に届け出たものは翌月１日から、１６日以
降に提出されたものは翌々月１日から、算定可（市が認定通知書を発行する）。

加算の要件に該当しなくなった場合

国加算に同じ。ただし、届け出る書類は「平成○年度 実績加算該当者申請
書」又は「平成○年度 支援体制加算該当施設申請書」を用いること。



請求回数の誤りについて

実績記録票と明細書の回数の不一致

食事提供体制加算、送迎加算

いずれも実績記録票の修正を行っていない場

合がほとんどである。利用状況に応じてデータ

を適宜修正すること（コピー・ペーストの繰り返

しに終始しないこと）。

実績記録票について

散見される状況

〇 未提出（１０日までに写しを障害計画課へ送付）
○ 利用者確認印漏れ
⇒ 欠席時対応加算等、請求を実施する場合には、
確認印が必要

○ 電子データとの利用日数の誤差
○ （市単）送迎加算、入浴加算の実績報告漏れ

など
※ 別紙 記載例参照



質問の多い事項について
「障害福祉情報サービスかながわ」に質疑回答集を掲載しているので、確認してくだ

さい。

障害福祉情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/）

掲載場所：書式ライブラリ ３．川崎市からのお知らせ 川崎市からのお知らせ

※障害計画課からの通知等は当ページに掲載することが多いため、こまめに確認を

してください。

※通知等を掲載した際にアドレス登録をしている事業所に対してメール配信を行いま

す。未登録の事業所は速やかに登録してください。

登録手続き方法は以下に掲載されているマニュアルを確認してください。

掲載場所：書式ライブラリ １０．利用マニュアル・振興会からのお知らせ等

ご利用者向け

請求システムについて



かながわシステム導入について

支援費制度施行

神奈川県及び
37市町村により

支援費支払総合システム
を開発

平成15年4月

障害者自立支援法施行

改修を実施し、引き続き、
「かながわ自立支援

給付費等支払いシステム」
として運用

平成18年10月

障害者自立支援給付
支払等システム開始
（全国標準システム）

所要の改修を実施し、
事業区分に応じて
全国システムと併用

平成19年10月

神奈川県における請求方法の推移

自立支援事業
（事業区分0）

かながわシス
テムで請求

児童福祉法事業
（事業区分５）

県市町村単独事業

（事業区分３）

地域生活支援事業

（事業区分６）

全国標準シ
ステムで請求

平成19年10月～平成20年９月審査分
の請求方法

全国標準シ
ステムで請求

自立支援事業
（事業区分0）

児童福祉法事業
（事業区分５）

県市町村単独事業

（事業区分３）

地域生活支援事業

（事業区分６）

かながわシス
テムで請求

平成20年10月審査分以降
の請求方法

自立支援事業
（事業区分0）

かながわシス
テムで請求

児童福祉法事業
（事業区分５）

県市町村単独事業

（事業区分３）

地域生活支援事業

（事業区分６）

平成19年9月まで
の請求方法

請求受付期間 請求受付時間 エラーチェック

全国システム 毎月1日～10日 24時間 請求期間中概ね2回の仮点検
及び期間終了後の受付点検

かながわシステ
ム

毎月1日～10日 1日～9日は8:30～19:00
10日は8:30～17:00

請求期間中は毎日

居宅、生介、ＧＨ，
ＣＨ 等

障害児施設、障
害児通園施設等

定率加算、支援
体制加算 等

移動支援、日中
短期入所 等



神奈川県の支払システム概要図

川崎市
受給者台帳

事業者

川崎市
事業所台帳

神奈川県国民健康保険団体連合会

（ かながわシステム ）

神奈川県国保連合会
（全国標準システム
支払サーバ）

各都道府県
国保連合会
（支払サーバ）

国保中央会
（全国標準支払
システム）

共同受付センター
共
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

請求情報（地域生活支援事業、
県／市町村単独加算）

請求情報（介護給付費等）

審査結果

審査結果

事業者情報、基準額登録

事業者情報
＜伝送通信ソフト＞

支給決定情報
＜伝送通信ソフト＞

支給決定情報（地域
生活支援事業）

承認用データ表示・審査承認

承認用データ表示・審査承認

請求（承認）リスト配信

基準額登録

全国標準システム

指定申請
加算届出

VPN

VPN

標準システム
連携

VPN

インターネット

インターネット

光回線

光回線

インターネット

光回線

VPN

過誤申立及び請求取り下げについて
申立期限

過誤再請求する月の３日までに障害計画課宛にＦＡＸする

一度過誤した月を再度過誤する場合

過誤申立書の請求年月は直近に再請求した月を記載

（初回の請求年月を記載しないこと）

全国システムを過誤再請求する場合は、その月のかながわシステム分（市単）
も

再請求すること

全国
システム

かながわ
システム

施設系サービスの報酬体系イメージ

基本請求、国加算

市単独加算
どちらかにチェックしてください。
□ 全国システムの請求を過誤
（かながわシステムも過誤になります）
□ かながわシステムの請求のみ過誤

基本請求があって
初めて請求が通る

過誤申立書（川崎市版）の表記について

請求取り下げ

請求期間の１０日を過ぎた後に、請求を取り下げる場合には、過誤申立申請書の

「取り下げ」に○をして、毎月２０日までに障害計画課宛にＦＡＸする



国システムでよくあるエラーと対応策①

○請求明細エラーコード
コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１
同一の請求情報に、受給者番号・提
供月が同一のデータが複数ある

ＥＤ０１
同一の受給者番号・提供月・事業所
番号の請求データを既に送信してい
る

ＥＧ０８
障害程度区分認定有効期間外の受
給者です

ＥＧ１２
利用者負担上限月額有効期間外の
受給者です

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

ＥＧ５１ 補足給付有効期間外の受給者です

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が
存在しません

①誤って支給決定していないサービ
スの請求をしている、②受給者証の
処理が遅れている

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報が
存在しません

①入力した受給者証番号や市町村
番号が誤っている、②受給者証の処
理が遅く、国保連に受給者情報が登
録されていない

①利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支
給決定内容と請求情報の差異を確認。市町村番号の誤り
や受給者証番号の桁数不足が多いので注意、②翌月請求
までお待ちください

ＥＥ２０
地域区分コードが事業所台帳と一致
しません

ＥＥ２４
単位数単価が単位数表の単位数単
価と一致しません

①既に支給決定が終了したサービス
の請求をしている、②受給者証が更
新されていない

利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給
決定内容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場
合や支給期間が終了している場合は所管区へ相談する

平成２７年度まで毎年地域区分及び単価が変動するので、
対象月のものを確認する

年度替わりの際に、旧年度の地域区
分や単価でデータを作成している

基本情報が重複しています。
後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信し
たデータを取り下げてから送信し直す。先に送信したデータ
がただしいければ対処する必要なし

国システムでよくあるエラーと対応策②
○請求明細警告コード
コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＥ２６
請求サービスコードに対する契約情
報が存在しません

システムに契約情報の登録がされて
いない

契約内容について「基本情報」の「契約情報」に登録する

ＰＰ１５
明細書のサービスに該当する実績記
録票がありません

①サービス提供実績記録票入力で
実績記録票の入力をしていない、②
提供実績記録票がエラーになってい
る

①提供内容について「請求情報入力」の「サービス提供実
績記録票入力」に登録する、②エラー要因を解明して修正
する

ＰＰ０４
サービス提供量、契約支給量の合計
が決定支給量を超過

利用者が提供を受けている同一サー
ビスの提供量又は契約量が、支給決
定量を超過している

①自事業所のみの利用の場合は、最新の受給者証の内容
を確認する、②複数事業所の利用の場合で自事業所の量
が支給決定量を超過していない場合は、他事業所の量との
合計が支給決定量を超過しているので、受給者手帳を用い
たり、連絡調整等を行う事でで利用量を調整する

ＥＧ２７
サービス提供量が決定支給量を超え
ています

ＥＧ２８
契約支給量が決定支給量を超えてい
ます

ＥＧ６０
サービス提供日数が原則の日数を超
えています

請求明細に入力してあるサービス提
供日数が、月の原則の日数（月の日
数から８を引いた日数）を超過してい
る

体制届提出時に「利用日数に係る特例の適用を受ける日
中活動サービス等に係る（変更）届出」を提出していない場
合は原則提供できない。提供内容を見直すこと

ＥＮ０９
請求明細書のサービス提供量が契
約支給量を超えています

請求明細に入力してあるサービス
コードを時間換算した数又は日数
が、契約情報で入力した時間数又は
日数を超過している

正しいサービス提供時間数又は日数を確認し、当該数に基
づいた情報を請求明細又は契約情報に入力する

ＥG６１
該当サービスが支給決定有効期間
外の契約です

契約情報に入力している契約期間
が、支給決定期間をはみ出している

最新の受給者証内容にある当該サービスの支給決定期間
を確認し、その範囲内で契約情報の契約期間を入力する

利用者が提供を受けている同一サー
ビスの提供量又は契約量が、支給決
定量を超過している

最新の受給者証の内容を確認する



国システムでよくあるエラーと対応策③
○実績記録票エラーコード
コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１
同一の請求情報に、受給者番号・提
供月が同一のデータが複数ある

ＥＤ０１
同一の受給者番号・提供月・事業所
番号の請求データを既に送信してい
る

ＰＰ１９
実績記録票に該当するサービスが明
細書にありません

①請求明細書がエラー（否決を含む）
になっている、②サービス提供意実
績記録票の様式と請求明細書の
サービスコードが異なる

①請求明細書のエラー要因を解明して修正する、②サービ
ス提供実績記録票の様式及び請求明細書のサービスコー
ドを確認し、正しいものを用いる

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間
外の受給者です

①既に終了したサービスについて、
支給決定期間外に請求をしている、
②各（地）区の支給決定が遅れたた
めに請求システムの情報が更新され
ていない

①最新の受給者証内容で、何のサービスが支給決定され
ているかを確認する、②支給決定を行っている各（地）区に
相談する

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報が
存在しません

①市町村番号が誤っている、②受給
者番号が誤っている、③新規ケース
で、各（地）区の支給決定の情報が
請求システムに登録されていない

①②受給者証を確認する（市内転居で市町村番号が変
わっている、居住地特例のため住んでいる住所と所管区が
異なる、受給者番号が１０桁でない、等）、③翌月の請求期
間までお待ちください

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が
存在しません

①支給決定がないサービスの請求を
している、②各（地）区の支給決定が
遅れたために請求システムの情報が
更新されていない

①最新の受給者証内容で、何のサービスが支給決定され
ているかを確認する、②支給決定を行っている各（地）区に
相談する

基本情報が重複しています。
後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信し
たデータを取り下げてから送信し直す。先に送信したデータ
がただしいければ対処する必要なし

国システムでよくあるエラーと対応策④

○実績記録票警告コード
コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＧ４０
算定時間数が１回当たりの最大提供
量を超えています

支給決定に定めている１回あたりの
支給量を超過したサービス提供があ
る

最新の受給者証で１回あたりのサービス提供量を確認する

ＰＴ７９ 食事提供加算の算定が不正です

①加算を算定している日に訪問支援
に係るサービス提供又は加算を算定
している、②加算を算定している日に
サービス提供状況を欠席にしている

サービス提供実績記録票を確認し、正しい情報を入力する

ＰＴ４４ 施設外支援の算定が不正です

施設外支援を算定している日に、①
サービス提供情報を欠席にしてい
る、②食事提供加算を入力している、
③訪問支援加算を入力している

サービス提供実績記録票を確認し、正しい情報を入力する

ＥＧ５０
明細情報の日付が決定支給期間外
です

入力した日付が、支給決定期間外の
日付である

サービス提供実績記録票及び最新の受給者証で期間を確
認し、正しい情報を入力する

ＰＳ３０ 算定時間数の計算値が不正です
「開始時間」及び「終了時間」から算
出された時間数が、「時間数」に入力
された時間数と異なる

通院等介助における中抜け時間等を除き、正しい時間数を
算出して入力する

ＥＧ３８
サービス実績量が決定支給量を超え
ています

合計算定日数が支給決定量を超過
している

最新の受給者証で決定支給量を確認する

ＰＳ８７
入院または外泊時に光熱水費の単
価が提供されています

サービス提供の状況に「入院」又は
「外泊」が入力されている日に光熱水
費が算定されている

利用者との契約が入院・外泊中も光熱水費の実費負担を
算定する内容であれば問題なし。契約内容になければ算
定出来ない

ＰＳ４８
各小計　光熱水費の小計値が明細合
計と一致しません

補足給付費の光熱水費について、月
額又は日額に日数を乗じた額と、光
熱水費小計が不一致

内容を確認し、上限額内で額を一致させる



かながわシステムでよくあるエラーと対応策

○かながわシステム請求情報エラーコード
コード メッセージ 原因 対応方法

９５６０
標準システムの基本サービス請求が
存在しません。

国システムの請求がエラー、または
請求がない

国システムの請求情報を確認し、エラーであれば原因を解
決して翌月に再請求する

９５３４ 契約情報が登録されていません。
契約情報登録が必要なサービスに
ついて、契約情報登録を行っていな
い

契約情報登録を行う

９５５３
受給者証番号・事業所番号・サービ
ス提供年月が同一の請求履歴があり
ます。

過誤申立書の提出がない、又は過
誤申立書の処理が終了していない

毎月３日までに障害計画課で受信した過誤申立書は当該
月の請求期間に間に合うように処理するため、既に送信し
ているのであればもう数日待ってから請求されたい。未送
信の場合は速やかに障害計画課に送信すること

９５２３
支給決定情報が登録されていませ
ん。

①誤って支給決定していないサービ
スの請求をしている、②受給者証の
処理が遅れている

利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給
決定内容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場
合や支給期間が終了している場合は所管区へ相談する

９５６２
標準システムへ同一の障害程度区分
が存在しません。

国システムと、かながわシステムに
入力した障害程度区分が異なる

最新の受給者証を確認し、正しい障害程度区分で２つのシ
ステムに請求情報を入力する

９５３５
サービス提供量が当月契約量を超え
ています。

請求コードを時間又は回数換算した
時の量が、契約情報登録で入力した
契約量を超過している

利用者との契約内容を確認し、正しい契約内容がシステム
に登録されているか、契約量の範囲でサービス提供して請
求しているか確認する

９５０５
受給者証番号が該当の請求自治体
（市区町村）へ登録されていません。

①入力した受給者証番号や市町村
番号が誤っている、②受給者証の処
理が遅く、国保連に受給者情報が登
録されていない

①利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支
給決定内容と請求情報の差異を確認。市町村番号の誤り
や受給者証番号の桁数不足が多いので注意、②翌月請求
までお待ちください

参考・引用通知等について

○ 加算の算定方法について
厚生労働省 平二一障発〇三三一〇四一
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ
く指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用
の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」

○ 実績記録票の記載事項について
厚生労働省事務連絡
「介護給付費等に係る支給決定事務等について(事務処理要領)」

○ 施設外支援、施設外就労について
厚生労働省発「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）にお
ける留意事項について」



事故報告について

条例により、神奈川県、川崎市、区役所、当該利用者の家族等に連絡をとり、
必要な措置を講じなければならない。

報告が必要な事故の例（取り扱い方法は従来どおり）

経過が長引きそうな場合、緊急に連絡が必要な重大事故の場合には、ＦＡＸ、
電話にて第一報を速やかにに関係機関へ報告すること。

報告書様式

障害福祉サービスかながわ 書式ライブラリ ６．お知らせ（県内共通）

１ お知らせ ２０１３／０４／１９付け掲載

事故発生時には

川崎市
１．通院を要する怪我 ２．死亡 ３．骨折 ４．誤嚥 ５．食中毒
６．感染症 ７．所在不明 ８．職員の犯罪行為等
９．その他報告が必要と判断されるもの

神奈川県 上記のうち、２．～９．

平成２４年６月２７日に、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律」（障害者総合支援法）が公布され、平成２５年４月１日よ
り施行されているが、一部が平成２６年４月１日に施行される予定である。

主な改正点

①障害程度区分の名称・定義の変更（平成２６年４月１日実施）

・「障害支援区分」へ名称を変更

・知的障害、精神障害の特徴の反映

・給付決定のあり方を検討

②共同生活介護の共同生活援助への一元化（平成２６年４月１日実施）

地域における住まいの選択肢の更なる拡大、事務手続きの簡素化等

の観点から、２つの制度を一元化

③重度訪問介護の対象者拡大（平成２６年４月１日実施）

これまで、重度の肢体不自由者のみ対象としていたが、新たに重度

の知的障害者及び精神障害者を加える



法名称変更に伴う手続き

利用者との契約について、文言を修正した書面を作成して契

約を締結する必要がある。期間更新時に行うこと。

定款、登記について「障害者自立支援法」とあるものは今年

度中に変更する必要がある。

定款、登記を変更したら、１０日以内に障害計画課宛に変更

届を提出すること。



（様式６）

平成○○年　4　月分 短期入所サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

契約支給量 短期入所　　５日／月

0
受給者証
番　　　号

4 5 61 2 3

合計 4日 4回

枚中 枚

5 木 4 42 月

事業所番号
7

支給決定障害者等氏名

（障害児氏名）
8 9

事業者及び
その事業所

○○事業所

厚生　太郎

（厚生 花子）

開始日

日付 曜日
利用者確認印

食事提供
加算算定日数

曜日

終了日

日付
備考

送迎加算

復往

1 1

算定日数のうち、加算対象となる低所得利用者に
対して食事を提供した日数を記載する。

送迎をおこなった場合は、片

道単位で「１」と記載する。

別紙記載例

利用者から確認印を必ず受ける

印



（様式７）

平成○○年　4　月分 生活介護サービス提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

備考
送迎加算

往 復

1 1

1

当月算定日数○○年5月1日

合計

　　　　　　11日

枚枚中

30日目

11回

1

1

1

1

3

契約支給量

日
付

1 4
受給者証
番　　　号

曜
日 サービス提供

の状況

サービス提供実績

52

3 火

欠席

利用者
確認印

6 0

16:00

10:00

10:00

16:00

4 水

2 月

11:00

火

13 金

15:00

木 16:00

10:00 16:00

16 月 13:00 16:00

17

火

14:00

23 月 10:00

18 水

20 金

19

10:00

116:00

1

10:00

16:00

24

26 木 10:00

25

30 月 10:00 16:00

10:00 16:00

3

10:00

27 金

10:00

開始時間

生活介護　　１９日／月

食事提供
加算時間数

終了時間
訪問支援特別加算

1

○○事業所

7
事業所番号厚生　太郎支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

8 9

16:00

水 1

1

10:00

1

116:00

16:00

3回

1

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日

初期加算の算定可能期間の起
算日となる、当該支給決定障害
者がサービス利用を開始した日
を記載する。

初期加算の算定可能期間の満了
日となる、 利用開始日から起算し
て３０日目となる日を記載する。

当該月における初期加
算の算定日数（初期加
算の算定可能期間のう
ち本体報酬が算定され
る日数）を記載する。

加算対象となる
低所得利用者に
対して食事を提
供した日数

欠席時対応加
算を算定する場
合、「欠席」を記
載する。

印

印

印

送迎をおこなった場合は、

片道単位で「１」と記載する。

印実際に訪問支援を提供した時間数を記載する。

印

印

印

算定は月２回を限度とするが、報酬上算定できる回数
にかかわらず、要件を満たす場合は記載する（同一月
内に３回目で算定はできないが記載する）。

印

印

印

印

印

印

印

印

欠席時対応加
算を算定する場
合でも利用者確
認印を受領する。



（様式９）

平成○○年　4　月分 施設入所支援提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

一日

一月

地域移行へ向けた支援を実施

７回

支援実績

入院時支援
特別加算

退所日 退所後算定日○○年4月20日 ○○年4月30日

19,800円各小計

実費合計額 22,100円

2,300円

入所中算定日地域移行加算 年　　月　　日

合計

当月算定日数

22回 22回 22回 23回

月 1 11

1 1 1

1

金

1 1 1

1

1 1 1

1

1

1 1

1 1

1

1 1 1

1

1

水

1

1 1 1 1

火

1

土

26

27

28

29

1

22

23

1

月

1日

木

土

30

24

25

日

1 1

11

1

1

1

1121 1

20 金 1

1

19 木 1 1

118 水

朝食

補足給付適用の有無 2 補足給付額(日額) 600 円/日

食
費
の
単
価

1 1

事業所番号

朝食

昼食

夕食
備考

円/日100

実費算定額

0

300

300

300
光熱水費の単価

支給決定障害者氏名

1 日 1 1

●●施設
事業者及び
その事業所

11

円/日

円/日

昼食 夕食

一日

日付

利
用
者
確
認
印

光熱水費

曜日
円/日

円/日 円/日

サービス提供
の状況

入院・
外泊時
加算

12 月 入院 1 1

9 厚生　太郎

3 火 入院 1

受給者証
番　　　号

4 5 61 2 3 7 8

4 水 入院 1

5 木 入院 1

6 金 入院 1

7 土 入院 1

8 日 入院 1

9 月 入院 1

1 110 火 入院

11 水 1 1 1 1

1 1 1 112 木

1 1 1 1

1 1 1 1

14 土

13 金

15 日 1 1 1 1

16 月 1 1 1 1

17 1 1 1火 1

入所時特別支援加算 利用開始日 30日目

1回

支給決定障害者の受給者証の記載により補足
給付の適用があるか否かの確認を行い、適用
がない場合は「１」、適用がある場合は「２」と記
載する。

入院・外泊時加算（Ⅰ）が算定される日に
は「１」を記載する。入院・外泊時加算（Ⅱ）
が算定される日には「２」を記載する。
入院又は外泊時の費用の算定について、
入院又は外泊の期間は初日及び最終日
は含まない。

入所中において地域移
行加算が算定される支
援を行った日を記載する。

支給決定障害者が当該施設を
退所した日を記載する。

補足給付適用の有無が「２」
の場合は、日額を記載する。

印

印

印

印

印

印

印

利用契約に従って、施設が費用を徴収
する日については「１」を記載する。

印

印

印

印

利用契約に従って、食事の提供を行った
ときは、各食ごとに「１」を記載する。
1日単位で契約している場合は、朝食、昼
食、夕食全てに「１」を記載する。

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

地域移行加算を行った場合、

備考欄に記入する。

退所後において退所時特別支援
加算が算定される支援を行った日
を記載する。
※ 退所月と退所後における退所
時特別支援加算の算定月が異な
る場合は、受給者証番号、受給者
氏名などの基本情報と本欄の退所
日、退所後算定日のみ記載する。

食費の単価：毎食単位又は一日単位の
単価を記載する。
光熱水費の単価：一月単位又は一日単
位の光熱水費の額を記載する。



（様式13）

平成○○年　4　月分 自立訓練(機能訓練)サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

合計

17:00

１時間以上

サービス提供実績

1

欠席

サービス提供
の状況

1

1

1

1

契約支給量 自立訓練(機能訓練)　　原則の日数／月

食事提供

加算

1月

日
付

曜
日 提供形態

1

開始時間

9:00 17:00

1

1

1

1

1

1

1

1

2

17:00

9:00

9:00

9:00

9:00

9:00

9:00

9:00

17:00

1

9:00 17:00

9:00

1

2

1

2

1

17:00

9:00 17:001

3 火

4 水

1 9:00

5 木

12 木

6 金

9

9:00 10:00

17:00

9:00 17:00

17:00

9:00 12:00

受給者証
番　　　号

4 5 61 2 3

2

月

2

○○事業所

17:00

0

9:00

7 8 9
事業所番号支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

厚生　太郎

終了時間

17:00

1

2

2

9:00

2

1

9:00

１時間未満

17:009:00

枚枚中

4回

4回
12回

○○年5月1日 当月算定日数 　　　　　　　20日

16 月

10 火

11 水

13 金

17 火

24 火

18 水

19 木

20 金

23 月

月

25 水

26 木

27

12回 訪問型

利用者
確認印

17:009:00

17:00

17:00

17:00

17:00

通所型

金

30

2

1

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目

備考
送迎加算

往 復

下部は生活介護と同様。

欠席時対応加算を
算定する場合、「欠
席」を記載する。

通所型の回数を
記載する。

訪問型の１時間未満、１時間
以上の回数の合計を記載す
る。ただし、訪問型（視覚）の
回数は合計に含めない。

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

次の区分により、サービスの提供形態を記載する。
・通所型・・・「１」

・訪問型・・・「２」
・訪問型（視覚）・・・「３」



（様式14）

平成○○年　4　月分 自立訓練(生活訓練)サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

備考

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

契約支給量 自立訓練(生活訓練)　　原則の日数／月

食事提供

加算

1月

日
付

曜
日

利用者
確認印提供形態

1

12:00

1

12:00

12:00

1

9:00 12:00

9:00

9:00

12:009:00

9:00

1

112:00

6 金

1

1

1

土

水18

21

2 3

20 金

11 水

開始時間

9 0

9:00

9:00

1

1

9:00

9 月

9:00

1

14 水

7 土

13

16 月

金

終了時間

9:00

12:00

9:00 12:00

12:00

12:00

2

受給者証
番　　　号

12:00

4 5 6

12:00

1

○○事業所

事業所番号支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

厚生　太郎
7 8

12:00

1

短期滞在
加算

1

1

12:00

9:00

9:001

1

1

1

9:00

14回

当月算定日数 　　　　　　　14日○○年5月1日

枚枚中

4回

23 月

27 金

25 水

30 月

１時間以上

１時間未満

回

回
訪問型通所型 14回

1

1

サービス提供
の状況

欠席

合計

サービス提供実績
送迎加算

往 復

短期滞在加算の回数
の合計を記載する。

当該月における初期加
算の算定日数（初期加
算の算定可能期間のう
ち本体報酬が算定され
る日数）を記載する。

欠席時対応加算を
算定する場合、
「欠席」を記載する。

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

短期滞在加算の算定対象となる
支援を行った日には「１」を記載

サービスの開始時間及び終了時間を
記載する。

次の区分により、サービスの提供形態を記載する。
・通所型・・・「１」

・訪問型・・・「２」
・訪問型（視覚）・・・「３」



（様式15）

平成○○年　4　月分 宿泊型自立訓練サービス提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

○○年4月30日 当月算定日数 　　　　　　　22日

地域移行加算 入所中算定日 ○○年4月21日 退所日 ○○年4月30日 退所後算定日 年　　月　　日

初期加算 利用開始日 ○○年4月1日 30日目

回 5回合計 22回 回

地域移行へ向けた支援を実施130 月

日 129

28 土 1

27 金 1 1

1 126 木

水 1 125

124 火 1

23 月 1 1

122 日

地域移行へ向けた支援を実施土 121

20 金 1

19 木 1

118 水

火 117

16 月 1

15 日 1

114 土

金 113

12 木 1

11 水 入院 1

入院10 火

月 入院 19

8 日 入院

7 土 入院 1

入院

木 入院

6 金

5

4 水 入院

3 火 入院

入院 12 月

11 日

日
付

曜
日

支援実績
利用者
確認印

備考サービス提供の
状況

食事提供
加算

入院時支援
特別加算

帰宅時支援
加算

日中支援
加算

厚生　太郎
事業所番号

事業者及び
その事業所

○○事業所

6 7 8 9 0 支給決定障害者氏名
受給者証
番　　　号

1 2 3 4 5

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

日中支援加算の算定要件を満たす支援を行った場
合「1」を記載する。

※報酬上算定できる回数にかかわらず、要件を満

たす場合（実際に支援を行った場合）は記載する。



（様式16）

平成○○年　　　月分 就労移行支援提供実績記録票
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

2

2

2

2

当月

累計

2 日

15 日/１８０日

移行準備
支援体制
加算Ⅰ

1

1

2

2

2

枚中

サービス提供
の状況

欠席

枚

15回
施設外
支援 累計

4

15

当月算定日数 　　　　　　　　日

日/１８０日

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

時間数

1

1

1

8

2

施設外
支援

利用者
確認印訪問支援特別加算

食事提供
加算

サービス提供実績

4

終了時間

1

契約支給量

17:00

10:00

14

6

日
付

曜
日

71

開始時間

支給決定障害者氏名

○○事業所

2 3 0
事業所番号

事業者及び
その事業所

9

就労移行支援　　原則の日数／月

厚生　太郎
5

3 火 9:00

2 月 9:00

受給者証
番　　　号

水 9:00 17:00

6 金 9:00 17:00

5 木 9:00 17:00

10 火 9:00 17:00

9 月

12 木 9:00 17:00

11 水 9:00 17:00

16 月 9:00 17:00

13 金 9:00 17:00

18 水 9:00 17:00

17 火 9:00 17:00

20 金 9:00 17:00

19 木 9:00 17:00

24 火 9:00 17:00

23 月 9:00 17:00

26 木 9:00 17:00

25 水 9:00 17:00

30 月 9:00 17:00

27 金 9:00 17:00

日

1回
当月

初期加算 利用開始日 　　年　月　日 　日目 　年　月　日

合計

送迎加算

往 復

移行準備
支援体制
加算

備考

下部は生活介護と同様。

欠席時対応加算
を算定する場合、
「欠席」を記載す
る。

施設外支援の算
定日数を記載する

移行準備支援体制
加算Ⅰの算定日数
を記載する

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

移行準備支援体制
加算Ⅰを算定する場
合は１を、移行準備
支援体制加算Ⅱを
算定した場合は２を
記載する。



（様式17）

平成○○年　4　月分 就労継続支援提供実績記録票

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

日報有り（職場体験実習）

合計
日

15回

備考
送迎加算

往 復

サービス提供
の状況

サービス提供実績

9:00 11:00

　　　　　　　19日

枚枚中

1

○○年5月1日 当月算定日数

累計 15 日/１８０日

4

初期加算 利用開始日 ○○年4月2日 30日目

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

日
付

曜
日 開始時間 終了時間

2

時間数

2 月

受給者証
番　　　号

4

契約支給量 就労継続支援　　原則の日数／月

利用者
確認印

訪問支援特別加算
食事提供
加算

施設外
支援

5 61 2 3
事業所番号

7 8 9
支給決定障害者氏名

事業者及び
その事業所

○○事業所

0
厚生　太郎

3 火 9:00 17:00

5 木 9:00 17:00

4 水 9:00 17:00

9 月 欠席

6 金 9:00 17:00

11 水 9:00 17:00

10 火 9:00 17:00

13 金 9:00 17:00

12 木 9:00 17:00

17 火 9:00 17:00

16 月 9:00 17:00

19 木 9:00 17:00

18 水 9:00 17:00

23 月 9:00 17:00

20 金 9:00 17:00

25 水 9:00 17:00

24 火 9:00 17:00

27 金 9:00 17:00

26 木 9:00 17:00

30 月 9:00 17:00

施設外
支援

当月
1回

1

欠席時対応加算を
算定する場合、「欠
席」を記載する。

下部は生活介護と同様。

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印

印



12

13

17

17 11

2
65



24 10 1

2 1

2 2

3









15

21

29

30

31



13 3











相談支援事業について

川崎市健康福祉局障害保健福祉部

障害計画課自立支援係

平成２５年１１月１３日・１４日 障害者総合支援法指定事業者集団指導

相談支援とは

障害者の地域での生活を可能にするために、あらゆる障害者からの相談を受け止

め、障害者の立場に立って生活を支え続けることのできる活動の総体

（「相談支援ガイドライン」 日本相談支援専門員協会）

１ 必要な情報とその経験の広がりへの支援と、本人の自己決定・選択への支援を踏
まえて、本人の市民としての豊かな選択肢（参加と役割）に基づく希望と目標をアセス
メントし、

２ それに必要な支援サービスを作りだすために、本人と支援関係者それぞれの役割
を踏まえた計画（本人中心支援計画）を本人中心計画会議で共に創出し、

３ 不足するサービス等については、共に開発及び権利擁護（アドボカシ―）等を行い、

４ さらに、その後のモニタリングや社会参加・関係の改善・調整等を行う、

５ 一定の権限と方法と手続きに基づく活動とそのプロセス

（「障害者本人中心の相談支援とサービス等利用計画ハンドブック」ミネルヴァ書房）



相談支援と障害福祉サービスのイメージ

指定特定相談支援事業者

指定一般相談支援事業者

障害児相談支援事業者

委託相談支援

計画相談支援等

基本相談支援

委託相談支援
（指定相談支援事業者へ委託）

障害者相談支援センター

障害福祉サービス等

指定障害福祉サービス

事業者等



平成２４年 厚生労働省資料



計画相談支援・障害児相談支援の対象者拡大のスケジュール

計画相談支援
障害児相談支援（通所のみ）

地域療育センター センター以外の事業所

平成２４年４月～

・現行のサービス利用計画作成費
の対象者

・地域相談支援の申請者

①センターを通所利用し、
併せて他のサービス（障害
福祉サービス又はセンター
以外の障害児通所支援）も
利用する児童

②保護者の状態像（精神不
安定等）に応じて総合的な
マネジメントが必要な児童

平成２４年７月～

・訪問系サービスの新規申請者

・訪問系サービスの更新・変更申
請者のうち希望する者

・センター新規利用児童

地域療育センター以外の障
害児通所支援利用児童

①新規利用児童

②継続利用児童

平成２５年４月～ ・通所系サービスの申請者
・センター継続利用児童

平成２６年４月～ ・全員 全児童

順次拡大

川崎市

運営委託

・指定相談支援事業所業務（計画相談支援、地域相談支援）

・障害種別や年齢に関わらない一次相談

・障害福祉サービス等の利用支援

・区自立支援協議会の運営

・障害程度区分認定調査

地
域
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

・地域づくり（市・区自立支援協議会の運営など）

・権利擁護（虐待の早期発見・防止、成年後見制度利用支援など）

・人材育成（相談支援従事者の指導・助言、研修の企画・運営など）

・総合的な相談支援（複雑な生活課題を抱えている方への支援など）

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

障害者相談支援センター（合計28ヵ所）

指定特定・一般相談支援事業所

（計画相談支援、地域相談支援）

川崎市における相談支援体制イメージ

サ
ポ
ー
ト

サポート

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
・健
康
福
祉
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

専
門
機
関
（更
生
相
談
所
・精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
・百
合
丘
障
害
者
セ
ン
タ
ー
）









相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と

兼務する場合のモニタリング等の取扱い（イメージ）

Ａ事業所

Ｂ事業所

利用者

相談支援専門員

兼職員

相談支援専門員（専従）

相談支援専門員
モニタリング

モニタリング

モニタリング

お疲れさまでした。

計画相談支援の拡大に向け
て、ぜひともご協力をお願
いいたします。


